平成2４年度　第１回建設事業評価審議会議事概要

日　　時　平成2４年１１月３0日（金）　13時30分～16時

場　　所　大阪赤十字会館　４０１会議室
出席委員　星野会長・上岡委員・多々納委員・土居委員・南島委員
議　　題　（１）審議対象事業について
　　　　　（２）その他
【議事概要】（◆会長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）
（１）建設事業評価審議会について

　　事務局から、今回から条例で設置する「大阪府建設事業評価審議会」として審議していただくことについて説明。

　　審議会の会長は、これまでの「大阪府建設事業再評価監視委員会」の星野委員長に就任していただくことについて審議会として同意された。
（２）審議対象事業について
　◆[会長]
　　まず、事務局から本日の資料確認と審議会についての説明をお願いしたい。

⇒［事務局］

・配布資料について説明

・資料１「建設事業評価審議会規則」等に基づき、審議会の設置規則、事前評価対象事業２件の追加、今後のスケジュール等について説明。

　◆［会長］
これまでの委員会で審議した内容については審議会として継承し、審議したいと思う。また、事前評価案件2件についても当審議会で審議することとしてよろしいか。

（異議なし）

それでは、具体の案件の審議に入りたい。前回の会議では、砂防事業2件、急傾斜地対策事業2件、港湾事業２件について追加説明と公園事業の都市整備中期計画（案）における位置づけ並びに公園事業1件の概要説明を受け、審議を行った。

本日は、前回説明を受けた公園事業の進捗率の記述についてご意見をいただいていたので、その点について説明を受け、また、保留となっていた費用便益比の説明を聞いて、審議を行いたい。

次に、対応方針原案が未決定のため残っていた砂防事業の2件について、原案が決定したことから、概要説明を受けて審議し、その後に、事前評価案件の連続立体交差事業1件、街路事業1件の審議を行う予定である。

まず、前回の委員会でご指摘を受けた「大泉緑地の評価調書の修正（進捗率の記述）」及び費用便益比について都市整備部から説明をお願いしたい。

⇒［都市整備部］
　・資料６の4ページをごらんください。評価調書の事業の進捗状況について、「修正後（追記）」のとおり、全体に加えて、かっこ書きで事業地面積に対する進捗率を記載させていただいた。

　・次に、費用便益比についてだが、国土交通省のマニュアルに基づいて、直接利用価値と間接利用価値を足したものを便益とし、整備費用（用地費＋施設費）と維持管理費を足したものを費用として算出している。
　・具体的な流れとしては、まず、利用者アンケート結果により、誘致圏を設定し、その範囲内に市役所等が含まれる自治体を「検討対象ゾーン」として設定する。同対象ゾーン内の類似の公園が「競合公園」であり、今回の場合、２９公園ある。

　・直接利用価値の算出方法だが、まず、検討対象ゾーン内の自治体の人口や年齢構成、人口密度等から同ゾーン内の「公園需要量」を算出する。次に、大泉緑地とその他の競合公園それぞれについて、その公園が有する施設規模や機能等から公園ごとの「利用者容量」を算出する。算出した「利用者容量」から、検討対象ゾーン全体の「公園需要量」のうち、大泉緑地にはどれだけ配分されるかを算出する。次に、対象公園（大泉緑地）の「公園需要量」から利用する交通機関別に旅行費用を算出する。こうして算出した「旅行費用」全体が、大泉緑地の「直接利用価値」になる。

　・次に、間接利用価値の算出方法だが、これは、「環境価値」と「防災価値」に分けて、それぞれの公園の面積や各自治体からの距離等からゾーン全体の効用値を算出し、対象公園（大泉緑地）がある場合とない場合のゾーン全体の効用値の差が、その公園の「間接利用価値」となる。

　・今回、直接利用価値＋間接利用価値の総便益が209,003百万円となり、総費用が60,117百万であることから、費用便益比は3.48となる。

○　かなり高い便益が出ている。マニュアルに従って算出すればそうなるのかと思うが、実態としてこれほど大きな価値があるのか。
⇒［都市整備部］

　算出方法上、人口密度の高いところに設置する公園は、便益が高く出やすくなっている。大泉緑地の場合、大阪市・堺市といった人口が多い地域を含んでいるので、便益も高くなっている。

○　「直接利用価値」というが、実際行った人にどれだけ効用があったかということではなく、
ポテンシャルとしてこれだけあるという意味か。マニュアルの算定方法がそうなっているのか。
⇒［都市整備部］

　そのとおり。人口等の基礎データをあてはめるとほぼ自動的に算出される方法になっている。全国統一の方法なので、大阪のような人口密度の高いところでは、便益がかなり高く算出されやすい。
○　交通機関別の旅行費用について、徒歩・自転車も貨幣価値に換算できるのか。

⇒［都市整備部］

　徒歩・自転車についてもマニュアルで単価が決まっている。
○　間接利用価値の具体的な算出方法はどうなっているのか。
⇒［都市整備部］

　１世帯あたり2000円／年くらいの価値という出し方をしている。公園がそばにあれば

例えば家賃が20００円くらい上がってもいいだろうと思えるといった価値。緑地があったほうがいいということを貨幣価値化したもの。緑地面積と距離から算出するが、計算方式は非常に複雑になっている。

⇒［事務局］

　具体的な式は非常に複雑なもののようだが、考え方としては、それぞれの公園の面積や各自治体からの距離等から検討対象ゾーン全体の効用値を算出し、対象公園（大泉緑地）がなかった場合の効用値を除したものを間接利用価値としていると聞いている。対象公園がある方が、当然、緑地等の面積も増えるので、プラスの価値が出る。
○　公園からの距離というのはどことの距離のことか。

⇒［事務局］

　検討ゾーン内の各自治体の役所の位置から公園までの距離という算出方法を採っていると聞いている。

○　間接利用価値について、「防災価値」は、マニュアル上、いつから評価することになったのか。

⇒［都市整備部］

　いつから入ったかはわからないが、今回のマニュアルには規定されているため、今回示している費用対効果は、防災価値を含んだ形で算出している。
◆［会長］
　　次に、砂防事業2件に移りたい。この2件については、府の対応方針原案が決定していなかったので、審議を保留していたが、別途、審議を進めていた「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会において、今後の事業の進め方等について取りまとめられたので、その内容を報告していただいた後に、個別事業の説明をお願いしたい。
⇒[都市整備部]

　　8月に「今度の土砂災害対策の進め方」検討委員会からいただいた報告書の概要を資料６の
１１ページにお示ししている。人命を守ることを最優先に、ソフト対策である「逃げる」、「凌ぐ」、
ハード対策である「防ぐ」という観点からの施策展開等についてご提言をいただいた。

提言を踏まえて、具体的な施策を考えていくため、現在、土砂災害危険区域を有する府内の市町村代表と意見交換を行っているところであり、これをもとに府の今後の方針を決定していきたいと考えている。

施設整備について、まず砂防事業については、「災害発生の危険度」と「災害発生時の影響」

　の二つの観点から評価を行うこととしている。災害発生の危険度については、渓流の勾配や土砂の堆積状況、地質などから評価している。既に災害が発生している箇所については、危険度は最大として評価している。災害発生時の影響については、老人福祉施設等の要援護者施設が含まれているかどうかや保全対象人家の戸数といった点から評価している。資料６の14ページをご覧いただきたい。先ほどの二つの観点から、事業箇所のランク付けを行い、Aランクのところから優先的に実施していくこととしている。但し、地元のソフト対策を促進するため、ハザードマップの作成など、地元市町村の取組により、１ランクアップさせる仕組みとして「地域要件」を追加している。

　　急傾斜地崩壊対策事業についても、「災害発生の危険度」や「災害発生時の影響」の二つの観点から評価し、ランク付けを行っている。急傾斜地崩壊対策事業については、特に「地域要件」を重視している。

　　なお、本日審議をお願いしている砂防事業の「初谷川川西谷」と「下音羽川上音羽第一支渓」に今回の評価基準をあてはめると、資料６の１８ページのとおり、それぞれAランクとDランクという結果となる。

○　「地域要件」については、危険度があがるというわけではなく、努力しているところは評価するということで、事業の優先順位が上がるということか。
⇒［都市整備部］

　そのとおり。施設整備がされるとそれだけで安心というのはよくないので、ソフト対策もしっかり取り組んでもらう必要があるというご意見から、このような仕組みを設けている。
○　急傾斜地崩壊対策事業について、「ハード・ソフト両面から総合的な防災対策の計画を策定し、地域の活性化を図るまちづくりを推進する地域」という定義はどうなっているのか。砂防の場合とどう違うのか。

⇒［都市整備部］

　ハザードマップや避難訓練といったものは必須としており、「地域の活性化を図るまちづくり」については、まだ詳しいものは定めていない。現在、進めている市町村との意見交換の中で具体的な内容は検討していく。

○　市町村ごとに既に防災計画を立てていると思うが、それとは別につくるのか。

⇒［都市整備部］

　市町村全体ということではなく、事業箇所周辺の地域のまちづくりとセットで計画していただくイメージ。
○　地元としても、それくらい努力を見せてくれるところでなといけないということか。

⇒［都市整備部］

　それくらいがんばっていただいているところであれば、最優先で実施する箇所として位置付けていないBランクの事業箇所であっても、優先的に実施してもいいのではないかというご意見を「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会でいただいた。

◆［会長］
それでは、砂防事業の概要説明に移りたい。まず、「初谷川川西谷」について、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から㉓の砂防事業「初谷川川西谷」の事業概要を説明。
　・事業採択後５年未着工で再評価の対象となるもの。
　・土砂災害から人家等を守るため、砂防施設を整備する事業。

　・高さ１３ｍ、幅４８ｍの砂防えん堤を整備する。
　・用地境界確定に日数を要したため、完成予定年度は4年遅れの28年度予定である。
　・必要性等に変化はなく、今年度中には用地境界確定も完了する予定。工事についても地元の理解が得られており、28年度の完了を見込んでいることから、対応方針原案としては「事業継続」としている。
◆［会長］

　特にご意見等なければ、現段階では府の原案どおりという判断としたい。
　次に、「下音羽川上音羽第一支渓」について、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から㉔の砂防事業「下音羽川上音羽第一支渓」の事業概要を説明。
　・事業採択後５年未着工で再評価対象となるもの。

　・土砂災害から人家等を守るため、砂防施設を整備する事業。

　・高さ8.5ｍ、幅38ｍの砂防えん堤を整備する。

　・現在のところ、事業用地の権利者の相続人の所在の確認に時間を要し、用地取得の見込みが立っていないこと、「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会の提言に基づく対策実施箇所の更なる重点化において、当面の対策見送り箇所に該当することから、対応方針原案としては「休止」としている。
○　新たな基準では「D判定」となっているが、災害発生の危険度及び災害発生時の影響の観点とは異なる観点で判断したのか。
⇒［都市整備部］

　委員会の提言をいただく前に、既に着手している事業については、A判定でなくても事業継続
する方針であるが、本事業については、用地買収の目処が全くたっておらず、未着手であるとい

う状況を踏まえて、「休止」としている。
○　既に着手している事業の実施継続の判断は、新基準の判定とは別だということか。

⇒［都市整備部］

　そのとおり。但し、本事業については、用地取得という別の問題があり、結果として休止した

いということ。
○　新規で着工する場合は、新しい基準を「ルール」とするのか、それともやはり参考程度にするのか。

⇒［都市整備部］

　市町村との意見交換の結果にもよるが、府としては新しい基準を「ルール」としたいと考えて

いる。

○　必要性に変化はないということなら、今後、ずっと再々評価として出続けるのか。

⇒［事務局］

　「休止」とする案件については、次回見直し時期を明示した上で、出させていただくこととしているが、砂防事業については、より優先順位が高い事業がたくさん残っている中で、次に見直しできる時期がいつかということを明示しにくい。しかし、事業の必要性については、要援護施設や人家等がなくなるといった事情の変化があれば別だが、そうでない限りは、変化しないので、優先順位が低いからといって「中止」とするのは困難という事情があり、砂防事業については、特別に次回見直し時期を明示しないで「休止」という対応方針をあげさせていただいている。

○　費用便益比が変わっている理由は何か。

⇒［都市整備部］

　新しいマニュアルで、保全人家等の資産価値の評価額の変化等により変わっている。

○　資料５について、「視点１：事業の必要性」及び「視点３：コスト縮減・代替案」の判定について、「休止」としているが、その内容からは「事業継続」という判断になるので、この項目は「事業継続」とし、但し、「視点２：今後の進捗見通し」の影響が大きいので、全体としての判断は「休止」とするという記載にした方がよいのではないか。
⇒［事務局］

　修正させていただく。
○　一つ前の砂防事業も同じだが、費用便益比の出し方がマニュアルが変わったという説明をしているが、どういう風に変わったのか示してほしい。また、「休止」について、「中止」とはどう違うのか。整理しておく必要がある。
⇒［都市整備部］

　マニュアル自体の内容に大きな変更はない。資産価値の原単位が５年前の評価時点から変わっているので費用便益比が変わったということである。

○　原単位が下がったということだが、一つ前の砂防事業、初谷川川西谷では逆に上がっているのはなぜか。

⇒［都市整備部］

　事業箇所の地域によって異なる。

○　保全対象人家の戸数が変わったといったことはないのか。

⇒［都市整備部］

　そういうことではない。事業箇所の地価などが影響するので、地域によって上がったり下がったりする。
○　初谷川川西谷については、７戸から8戸に保全人家も増えているのではないか。

⇒［都市整備部］

　それも理由の一つだが、もう一つは、町域における一軒当たり家屋の平均床面積が変わったということも影響している。
○　それは原単位が変わったということか。実際に事業箇所の保全人家の面積が変わったわけではないが、簡易計算法を適用するとそういうことになるということか。

⇒［都市整備部］

　そのとおり。

○　もう一つの事業では、人家数は変わっていないが、原単位がそんなに変わったのか。

　変わったときは、こういう理由で変わったとわかるように説明してもらわないと困る。

　初谷川の場合、Bが10近くあるので、１軒あたり1億ちょっと便益が出ることになってしまうが、これはどういうことか。
⇒［都市整備部］

　家屋に加えて、要援護者施設の分も含まれている。

○　だいたいどれくらいの比率になっているのか。

⇒［都市整備部］

　便益の積み上げの分でいうと、５０％程度が公共公益施設、20％程度が家屋、20％程度が人

的被害、10％程度が農作物・道路等の被害という割合になっている。

○　初谷川川西谷と下音羽川上音羽第一支渓の便益の大きさは、人家だけで見たらあまり差はないが、要援護者施設の数の差が大きく影響しているということか。

⇒［都市整備部］

　そのとおり。

○　ここだけ細かい点を議論しようというつもりはないが、これまで何度も言ってきたことだが、費用便益比の算定方法や原単位等が変わったことで、大きく前回評価時から変わっている場合などは、どこが変わったのかがわかるように、詳しい算出根拠の資料を手元に置いておいてほしい。そうすれば必要なところがあればチェックできる。今回の砂防事業２件について言えば、あとで補足でもいいので、資料を示してほしい。

⇒［都市整備部］

　次回、資料を用意させていただく。

○　次に、休止と中止の違いの問題がある。砂防事業については、他に優先的に実施すべき事業がかなり多いので、次期見直し時期を明示せずに「休止」としたいということだが、これについてどう取り扱うか。
○　1000何箇所かある中で、現時点で事業採択されている箇所は何箇所あるのか。
⇒［都市整備部］

　30数箇所である。
○　３０数箇所が最優先で実施すべき箇所と考えていいのか。
⇒［都市整備部］

　　今後の新規事業については、今回ご説明させていただいた基準で評価することになるが、これまでは、対策が必要な箇所、特に要援護者施設がある箇所を優先的に実施してきてはいるが、点数をつけてやってきたわけではない。
また、砂防事業の性質の観点からは、既にえん堤が半分立ち上がっているようなものを、途中まで進めている事業については継続すべきと考えている。本事業は、未着工であるため、継続するかどうかの議論をしていただくことができる。
　○　未着工だからこそ、わざわざ「休止」にして30数箇所の中に入れておく必要があるのかということ。１０００箇所のリストには残しておけばよい。事業としては必要だが、優先的に今後数年間で実施すべき事業ではないため、「中止」にした上で、１０００箇所のリストには残しておけばよいのではないか。今のような形で、ずっと「休止」にしておくというのはどうかと思う。
「中止」「事業継続」「休止」に加えて、「無期限休止」という新たなカテゴリーをつくるというのはどうか。進捗が難しくても必要性が高いものであれば、「事業継続」とすべきであるし、相当な期間、何もできないということであれば、「中止」すべきではないか。
　○　設計まで実施しているのに、進捗できないからといって「中止」するというのはどうなのか。

　○　「休止」する場合は、いつ再判断するかを明示することとなっている。
　○　必要性が変わっていなくても、進捗が非常に困難な場合、現時点では「中止」するということも検討してはどうか。

　○　実施要綱の第4条の２で評価対象から外して預かっておく、評価できるようになった時点で評価するということでどうか。

　⇒［事務局］

　　委員の先生方によって考え方は異なるのではないか。

　○　再評価時点で、全く進捗していないという状況を踏まえて評価すべきではないか。
　　ここに諮らなくてもいいようなリストをたくさんつくるのか、ということが問題。仮にそういうことになるなら、休止案件も含めたリストを公表する等といった対応が必要ではないか。「無期限休止」といのは慎重に考えるべき。もともとの「時のアセス」という目的からすると、「休止」にするなら、何年か経過した段階で報告すべき。

○　「無期限休止」についてはまずいと思う。その前提で、「事業継続」、「中止」、「休止（但し、次回見直し期限明示）」というカテゴリーの中で、判断したいと思う。

⇒［都市整備部］

　所管部局としては、「休止（再検討時期明示）」の方向で検討したい。具体的には次回までに再検討時期について検討してお示ししたい。
○　それでは、費用便益比の資料とあわせて次回もう一度ご説明をお願いしたい。

◆［会長］
　　次に、「阪急京都線（摂津市駅付近）連続立体交差事業」について、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から、「阪急京都線（摂津市駅付近）連続立体交差事業」の事業概要を説明。
　　・本事業については、都市整備部で3名の外部の専門家のご意見を聴取していたが、冒頭説明させていただいた、委員会等の附属機関化に伴い、当審議会で審議していただくこととなったもの。今回、提示している資料は、上述の3名の外部の専門家のご意見も踏まえた内容となっている。

　　・阪急京都線（摂津市駅付近）を連続立体交差化する事業。
　　・事業費は３７５億円。負担の内訳は国が１９２億円、大阪府が100億円、地元市が57億円、鉄道事業者が26億円。
　　・完成予定は平成45年度。
　　・費用便益比は２．９２

　⇒［都市整備部］

　　平成21年度に設置された新駅を含む2.1㎞の延長。踏切除却数は５箇所。うちボトルネック踏切が4箇所となっている。ピーク時の遮断時間は1時間中30分以上となっている。代替手法として、鉄道の地下化に加えて外部の専門家からご意見のあった道路オーバーパスについても比較検討したが、鉄道の地下化については、地下埋設物や河川等が支障になることから困難であり、道路オーバーパスは事業費が370億円と連続立体交差化と同程度の費用がかかること、駅周辺に新たな地域分断が生じることや歩行者の上下移動の負担が生じることなどから、連続立体交差化を採用することとした。
○　まちづくりについて、地元商店街等とのすりあわせはできているのか。地元の商店がダメージを受けないかといった点はどうか。
　⇒［都市整備部］

　　高架下利用については、15％程度は地元市が公共的に利用し、鉄道事業者がその他の部分をテナントとして利用するが、連続立体交差事業については、進捗に時間がかかるので、その中でどういう利用をするかを検討していくが、市を通じて、地元の意見も聴いて実施していきたい。
　○　この周辺は、茨木・高槻でも高架下利用が行われているが、そこに外から様々な飲食業も進出してくる。地元商店も含めてバランスよく、良い効果が生まれるよう、摂津市も一緒に考えていってもらいたい。

　⇒［都市整備部］

　　これだけの大規模事業なので、相乗効果が生まれるよう、鉄道事業者や地元市と一緒に取り組んでいきたい。

　○　地元の商店街との調整の進捗状況はどうなっているか。

　⇒［都市整備部］

摂津市としては、新たな商業空間の開発ではなく、マンションなどの住宅や市のコミュニティセンター等を核とする開発を行っていく方向で考えていると聞いている。

　○　周辺住民は増えることになるのか。

　⇒［都市整備部］

　　具体的な戸数のデータは今日もってきていないが、かなり戸数は増えると聞いている。

　○　供用開始が45年ということだが、それまでの間はどういう風にイメージしたらいいのか。

　　踏切等の状況は随時改善されるのか。時間的なイメージを知りたい。

　⇒［都市整備部］

　　鉄道高架化後の側道整備まで完了する予定年度が45年度となるということで、それまでにも片側を高架化するなど、徐々に効果が出てくる。
　○　事業期間中に徐々に便益が発生していくものとなるが、それも踏まえた費用便益比となっているのか。

⇒［都市整備部］

費用便益比は、最終の完了形のもとで計算している。

· それまでの間はマイナスの便益が発生しているのではないか。
　⇒［都市整備部］

　　事業中でも状況は悪くはならないと考えている。

　○　20年の間には圏域人口も大きく変わるなど、今後、社会情勢等の変化があるのではないか。
20年後に初めて便益が発生するという形で費用便益比を算出しているなら、社会情勢等の影響を踏まえていないのはおかしいのではないか。

　⇒［都市整備部］

　　交通量は将来予測を反映させている。

　○　交通量は増えるのか、減るのか。

　⇒［都市整備部］

　　全体では減少傾向となっている。

　○　何％程度の減少となるのか。

　⇒［都市整備部］

　　現在、データを持っていないので、次回お示ししたい。

　○　将来設定ははっきりさせておいた方がいいが、一般論としては、便益が将来減るような場合、現時点で便益が出ている場合は実施すべき。事業期間中のマイナス効果が考慮されていないのであれば少し気になる。それ以外のところでは、いい事業だと考えられる。

　○　次回に向けた追加資料の準備等について意見はないか。

　⇒［都市整備部］

　　将来交通量の予測データについては次回、お示ししたい。

　○　「費用便益の算定期間は供用開始から50年」としているが、これはマニュアル上の規定によるのか。

　⇒［都市整備部］

　　そのとおり。

　○　先ほどの砂防事業同様、費用便益比の算出の根拠となる資料を閲覧できるよう用意しておいてほしい。
◆［会長］

　　予定の時間が来たので、本日の審議会はこれまでとしたい。次回は、本日審議できなかった案件に加えて、本日質問に答えられなかった点について整理していただき、審議を行いたい。あわせて、既に審議を一通り終えた事業については、次回、「意見具申の素案」について審議を行いたい。
（３）その他

◆［会長］

本日の質問に対しては、次回以降、説明をお願いすることとし、その内容について、事務局から確認してほしい。

◆事務局から、次回以降の追加説明や資料提出を求められた事項について確認。
　・砂防事業2件及び連続立体交差事業1件の費用便益比の算出根拠の詳細資料（閲覧用に用意）。

　・下音羽川上音羽第一支渓の砂防事業について、対応方針原案を「休止」としているが、無期限休止ではなく、次回再検討時期を明示する方向で再検討して提示。
◆［会長］
本日はこれで終了する。長時間ご審議いただき、お礼申し上げる。
以上
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